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１．高齢者向け住まいの位置づけと課題の全体像

２．令和６年度老健事業の結果
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１ データの確認

PwCコンサルティング合同会社、高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する実態調査研究事業
（令和5年度厚生労働省老人保健健康増進事業）、2024

介護付きホーム
（n=1,165)

住宅型有料
（n=835）

サ高住(非特定)
（n=955)

総額費用 264,507円 120,972円 158,163円

居住費相当額 125,548円 44,444円 63,439円

自費基本サービス費(含む管理費) 76,232円 27,913円 40,304円

食費 50,573円 41,993円 47,934円

光熱水費 2,389円 4,567円 1,434円

平均要介護度 2.3 2.7 1.8

生活保護受給者割合 2.9% 20.0% 10.8%

日中職員に占める兼務者 1.9% 48.3% 34.8%

⚫本人負担額 介護付き26.5万円 ＞ サ高住15.8万円 ＞ 住宅型12.0万円

⚫平均要介護度 住宅型2.7 ＞ 介護付き2.3 ＞ サ高住1.8

⚫生保受給者割合 住宅型20.0% ＞ サ高住10.8% ＞ 介護付き2.9%

⚫住宅型とサ高住  法令を遵守したうえで、住まいスタッフと介護保険スタッ
フを兼務させながら一体的にサービス提供
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緊急通報 日中安否確認 夜間安否確認

介護保険

医療保険

食事の提供

自立 重度

生活相談

生活支援等（家事の供与・健康管理、介護の提供）

②施設代替：中堅所得者層向け

①早めの引っ越し

③施設代替：生活保護受給者向け

有料の定義

１ 特定ではない住まいのサービス提供の仕組み

⚫①早めの引越し 有料老人ホームの定義から外れるものの議論

⚫①②③共通 適切なサービス提供、契約の安定性

有料の定義

サ高住の定義

サ高住の定義

医療保険は本検討会
の対象外と理解

（ホスピス住宅等）
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１ 特定ではない住まいのサービス提供の仕組み

⚫2000年代からアッパー中堅所得層向けに運営している住まいの事例
⚫保険サービス 予め時間を決められる定期的な支援(自宅と同じ)

⚫自費基本サービス 随時に対応可、同時に複数居住者に対応可(施設と同じ)

定員13名

スタッフ6名

外部/訪問看護+デイ+ショート

自費基本サービス6万円
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安否確認・生活支援
（自費基本サービス)

高齢者住まい

介護付き
住宅型
サ高住

持家

介護保険施設
（補足給付あり）

安否確認・生活支援
(介護保険)

介護保険・医療保険の自己負担分

住
宅
費
用

サ
ー
ビ
ス
費
用

安否確認・生活支援
（頼れる家族/親族など）

公的
賃貸

民間
賃貸

１ 自宅・高齢者住まい・施設の費用負担の構造

⚫住宅費用 不動産市場と連動（=居住の市場化）

⚫安否確認・生活支援 自費基本サービス

⚫引越しのタイミング アッパー中堅層以外はどうしても後ろにずれる

⚫一方で単身化が進むなかで、安否確認・生活支援を担う家族機能は脆弱化し
ており、特養の手前で自宅での継続居住が不安定化する者は今後も増加する

食費
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軽費老人
ホーム

株式会社野村総合研究所、これからの低所得者等支援のあり方に関する調査研究報告書
（平成27年度生活困窮者就労準備支援事業費補助金社会福祉推進事業）pp.18に加筆修正、2016

要介護５

従来型特養

低所得・資産無 高所得・資産有

生活支援不要

簡易宿泊所

無料低額
宿泊所

養護
老人
ﾎｰﾑ

救護
施設

介護付き
有料老人
ホーム

日常生活支援
住居施設

公営住宅
ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

持家

健康型

①安価な家賃の住宅

②施設ほどではない
支援のある住宅

(居住サポート住宅)

認知症高齢者GH

ユニット型特養

居住支援の領域

住宅型有料老人ホーム
サービス付き高齢者向け住宅

ｼﾆｱ分譲
ｼﾆｱ賃貸

民間賃貸住宅
ＵＲ賃貸住宅
公社賃貸住宅

１ 高齢者住まいのポジション

⚫中堅所得層を中心に据えつつも、生活保護受給者にも対応している実態
⚫居住サポート住宅、シニア分譲/賃貸の動きも要確認
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１ サービスの質の評価

・医療は技術的部分と対人関係的部分に分けられる

・構造の評価は、過程や結果の評価よりも劣るが、過程と結果の情報がない
時は唯一残された方法

・過程は規範的な行動として定義可能であるが、評価に莫大な費用がかかり、
なおかつ不正確さが残る

Avedis Donabedian著、東尚弘訳、医療の質の定義と評価方法、iHope、2007

Avedis Donabedian著、東尚弘訳、医療の質の定義と評価方法、iHope、2007 をもとに作成

Outcome
結果

Process
過程

技術的部分

対人関係的部分

科学的根拠

価値判断の根拠

Structure
構造

支援方針
決定

よき
状態

こちらの質は測りにくい

⚫ケアプラン点検の限界（プロセス評価の限界）

⚫報酬体系に起因する倫理的ジレンマをケアマネジャーが負っている事実

⚫不適切事案は技術的部分に焦点化して精査するが、好ましいと感じる住ま
 いには気遣いという対人関係的部分の豊かさがあり、この質は評価しにくい
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２ 令和６年度老健事業に基づく報告

⚫サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービス提供のあり方に関す
る調査研究事業（株式会社日本総合研究所）

⚫７自治体の協力得て、居宅サービスの介護給付実績データ（2024年3月分）
を用いて、同一建物減算や住所データと突合させて特定施設でない住まい
利用者を特定。住まい名まで判明したデータは、住まい単位で特徴を整理。

同一建物減算なしで住まいが特定できなかったデータ含む

自治体 地域 規模
居宅データ

数：A
特定施設でない

住まいと判明：B
割合
B/A

うち住まい名
まで特定：C

判明率
C/B 一般在宅高齢者

Ａ市 関東地方 中核市 10,972 1,509 13.8% 1,068 70.8% 9,463
Ｂ市 関東地方 中核市 10,932 2,052 18.7% 1,586 77.3% 8,880
Ｃ市 九州地方 一般市 4,409 467 10.6% 467 100.0% 3,942
Ｄ市 近畿地方 中核市 10,430 2,165 20.8% 1,292 59.7% 8,265
Ｅ市 近畿地方 中核市 20,117 3,849 19.1% 2,676 69.5% 16,268
Ｆ市 近畿地方 政令市 33,983 5,734 16.9% 1,980 34.5% 28,249
Ｇ市 関東地方 政令市 19,903 1,625 8.2% 975 60.0% 18,278
合計 110,746 17,401 18.6% 10,044 70.8% 93,345

同一建物
減算
有

併設データから
当該自治体内の
住まいを一つ以上

判明

併設データから
当該自治体内の
住まい判明せず

住所データのみで
住まい名まで特定

上記以外
（一般在宅高齢者）

併設データor
住所データで

住まい名まで特定

住まい名は
判明せず

①高齢者向け住まい入居者
（住まい名まで特定）

居宅給付
実績データ

①高齢者向け住まい入居者
（住まい名は判明せず）

②一般在宅高齢者

・サービス利用実績なし（97%が要支援）はデータに含まない、支給額は介護・介護予防のみ(総合事業除く)

同一建物
減算
無

【住まい単位で分析：pp.13～16】
橙色で入居定員の30％以上の利用
者データが判明した509住まい
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【個人単位で分析：pp.9～12】
青色：高齢者住まい入居者
緑色：一般在宅高齢者

一般在宅、住宅型
有料、サービス付
き高齢者向け住宅
等に相当。包括報
酬の特定、認知症
GH等は除く。



２ 要介護度別利用者割合（本検討会用に分析）

⚫高齢者向け住まい ：要介護２～５まで満遍なく入居
 ：要介護１はやや少ない

   ：要支援１、要支援２はレアケース

・サービス利用実績なし（殆どが要支援）はデータに含まない、支給額は介護・介護予防のみ(総合事業除く)
・一般在宅高齢者には同一建物減算なしで住まいが特定できなかった者を含む 9



２ 支給限度額利用割合（本検討会用に分析）

⚫高齢者向け住まい：要介護３以上は支給限度額利用率80%以上
⚫一般在宅高齢者との乖離は、軽度ほど大きい（除く要支援）
⚫訪問看護や居宅管理療養指導含めた特定施設のデータとの比較が必要か

データ件数が少なく
参考値扱いのため表示なし
(前スライド下表参照）

【参考】
第一回検討会資料

・サービス利用実績なし（殆どが要支援）はデータに含まない
・一般在宅高齢者には同一建物減算なしで住まいが特定できなかった者を含む
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２ 1年後要介護度変化率（本検討会用に分析）

⚫高齢者向け住まい：要介護１・２は一般在宅高齢者と比べて僅かに改善
⚫特定施設との比較が必要か

・サービス利用実績なし（殆どが要支援）はデータに含まない
・一般在宅高齢者には同一建物減算なしで住まいが特定できなかった者を含む
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２ 所得階層（本検討会用に分析）

⚫高齢者向け住まい：１割負担60.0%、2割負担と３割負担7.0%、生保33.0%
⚫生保受給者の41.2%が高齢者向け住まいに居住している（自治体差大きい）
⚫特定施設との比較が必要か

・サービス利用実績なし（殆どが要支援）はデータに含まない
・一般在宅高齢者には同一建物減算なしで住まいが特定できなかった者を含む
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【分析対象】
特定できた住まいのうち、入居定員の
30%以上をカバーできた509の住まい
【分析方法】
平均要介護2.5×基本サービス費3.5万円
で４つに分けて分析

２ 住まい単位の事業モデル（報告書抜粋）

⚫併設は訪問介護、通所介護、居宅介護支援、訪問看護 の順
⚫「基本サービス費3.5万円以上」で概ね併設率が高い

【事業所併設割合】
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２ 住まい単位の事業モデル（報告書抜粋）

【支給限度額利用割合】

⚫一方で、「基本サービス費3.5万円未満」で支給限度額利用割合が高い

【併設サービス事業所利用割合：訪問介護】

⚫併設利用100%は「基本サービス費3.5万円未満」で高い
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２ 住まい単位の事業モデル（報告書抜粋）

【Ａ市】 平均要介護度×限度額利用率 基本サービス費×限度額利用率

【Ｆ市】平均要介護度×限度額利用率 基本サービス費×限度額利用率

⚫自治体による違い、住まいによる違い
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